
課：担当部署(R7年度機構) 部： 都市整備部 施設整備課 区分 持続的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 119

事務事業名称 市有建築物整備・保全事業（施設整備課）

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 1.安全で、利便性の高いまち 細区分 維持管理区分

施策目標 5.快適で暮らしやすい環境を備えたまち 性質 市民生活サ―ビス

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

根拠法令等 枚方市事務決裁規定、枚方市市有建築物保全計画

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

・枚方市市有建築物保全計画に基づく計画的な改修工事の実施
・各施設所管課（学校以外）からの施設の利用目的等に応じた改修工事の実施

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

・市有建築物（学校以外）の利用者が安全で快適に利用することができている。

対象者(受益者)
・庁舎等の市有建築物（学校以外）を管理する各施設所管課
・庁舎等の市有建築物（学校以外）の利用者

現状・課題

・市民が利用する市有建築物（学校以外）について、施設の安全性及び機能性を維持し施設の延命化を図るために、計画
的な保全が必要。
・市民が利用する市有建築物（学校以外）について、施設の利用目的やニ―ズに応じた適切な整備・改修が必要。
・各施設運営に支障が少ない工事の実施が必要。

事業の概要 ・市民が利用する公共施設について、計画的な改修工事を実施し快適な市有建築物の維持保全を行う。

年間の主な事務

10.12人 ― ― ―

再任用 0.32人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.32人 ― ― ―

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

内
訳

正職員、再任用、任期付職員 79,507 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

会計年度任用職員 1,536 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

　物件費計 0 ー ー ー 0 0.0%

　人件費計 81,043 ー ー ー

歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 81,043 ー ー ー

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

一般財源(物件費充当分のみ) 0 ー ー ー 0



① 施設 施設 施設 施設

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績

「市有建築物保全計画」及び各施設所管課（学校以外）
からの改修等の依頼に基づく、建築、設備工事の発注
及び工事監理

施設 25 ー ー ー

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

各施設所管課（学校以外）からの依頼に基づき発注した、各
施設等の建築、設備工事の監理を実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

―

指
標

期日までに完了できた工事の割合

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位 R6 R7 R8 R9 単位

100 100 100 100 ％

― ― ― ― ―

工事を完了した件数／工期末が当該年度内となっている工事件数 ―

― ― ― ― ―

100 ― ― ― ％

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

・施設利用者の安全と快適性の維持
・施設の安全性及び機能性の維持と延命化
・施設の利用目的やニ―ズに応じた適切な整備

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

各施設所管課（学校以外）からの依頼に基づき発注した、各施設等の建築、設備工事の監理を実施し、期日までに完了させることができた。

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、期日までに工事が完了できるよう監理を行っていく。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)



課：担当部署(R7年度機構) 部： 都市整備部 施設整備課 区分 持続的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 322

事務事業名称 枚方市立禁野小学校整備事業

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 投資的区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

R８年度 R９年度

〇
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、枚方市学校規模等適正化基本方針【改定版】、枚方市学校規模等適正化実施プラン

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質：

事業期間 事業開始 ： 2022(R4)年度 ～ 事業終了予定 ： 2026(R8)年度

・計画的な工事の実施と工事監理
・新しい学校づくり協議会など教育委員会、地域コミュニティ及び自治会等や関係機関との連携
・市公式HPでの工事の進捗報告（月平均１件）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

義務教育の教育環境面における公平性を確保し、教育環境の整備・向上を図られている。

対象者(受益者)
・禁野小学校区（旧中宮北小学校区、旧高陵小学校区）の児童
・禁野小学校区（旧中宮北小学校区、旧高陵小学校区）の児童の保護者及び近隣住民

現状・課題
各小学校ともに小規模校であり、将来推計においても児童数の増加により、枚方市学校規模等適正化基本方針【改定版】
に基づく適正規模の範囲になる見込みがなく、一定の学校規模を確保することにより教育環境の改善を図る必要があ
る。

事業の概要

「枚方市学校規模等適正化基本方針【改定版】」並びに「枚方市学校規模等適正化実施プラン（高陵小学校と中宮北小学
校）」に基づき、令和４年度から禁野小学校として学校統合を行い、旧高陵小学校敷地にて新校舎を整備し令和８年度中
の移転をめざす。なお、建て替えの間、旧高陵小学校の児童を旧中宮北小学校で受け入れ、不足する教室をリ―ス方式
により設置する。

年間の主な事務

2.20人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

内
訳

正職員、再任用、任期付職員 16,914 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

　物件費計 729,030 ー ー ー 730,668 99.8%

　人件費計 16,914 ー ー ー

歳
入

国庫支出金 302,999 ー ー ー 302,999

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 745,944 ー ー ー

0

市債 345,600 ー ー ー 443,600

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー

歳入計(物件費に充当される特定財源) 705,364 ー ー ー 809,977

その他 56,765 ー ー ー 63,378

一般財源(物件費充当分のみ) 23,666 ー ー ー 0



① 百万円 百万円 百万円 百万円

② 百万円 百万円 百万円 百万円

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績

禁野小学校新校舎の整備工事の実施 百万円 618 ー ー ー

禁野小学校新校舎に係る設計業務、工事期間中の教室
棟のリ―ス、解体工事の実施

百万円 111 ー ー ー

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

禁野小学校新校舎に係る設計業務、工事期間中の教室棟リ
―ス、旧高陵小学校校舎解体工事を適正に実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

―

指
標

禁野小学校新校舎の設計・工事期間中の教室棟のリ―ス、解
体工事の進捗度

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位 R6 R7 R8 R9 単位

95 100 ― ― ％

― ― ― ― ―

支払い額より算出
（※令和５年度までに71％実施済み）

―

― ― ― ― ―

95 ― ― ― ％

―

指
標

禁野小学校新校舎整備の工事進捗度

指
標

―

R6 R7 R8 R9

説
明

禁野小学校新校舎の整備を適正に実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
②

説
明

単位 R6 R7 R8 R9 単位

19 91 100 ― ％

― ― ―

新築工事の出来高額／契約金額 ―

― ― ― ― ―

19 ― ― ― ％ ― ―

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
②

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

 令和8年度２学期の開校に向けて新校舎を完成させる。(中間)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

令和４年度に設計施工一括型ＤＢ方式により事業者を選定、契約を締結し、解体工事、基本設計を進めてきたが、令和６年度は実施設計を完了し、７月
より新校舎建設工事に着手した。

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き新校舎建設工事を進め、令和8年度２学期の開校に向けて新校舎を完成させる。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)



課：担当部署(R7年度機構) 部： 都市整備部 施設整備課 区分 持続的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 334

事務事業名称 学校整備・保全事業（施設整備課）

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 維持管理区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

R８年度 R９年度

〇
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

〇 市政運営方針
R６年度 R７年度

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、枚方市学校整備計画

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質：

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

・枚方市学校整備計画に基づく計画的な整備・保全工事の実施

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

学校施設を利用する児童・生徒等が安全で快適に利用でき、教育環境の向上が図られている。

対象者(受益者)
・枚方市の公立小中学校に通学する児童・生徒
・枚方市の公立小中学校を利用する市民全般

現状・課題

・多くの学校が一斉に更新時期を迎えることから、財政負担の平準化を図る必要がある。
・時代のニ―ズに適した教育環境の質的向上や学校施設に備えるべき施設・設備への更新を図る必要がある。
・学校施設を利用する児童・生徒を主とした利用者が、安全で快適に利用できるよう必要な施設整備や保全の実施が必
要がある。
・学校運営に支障が少ない工事の実施が必要。

事業の概要 ・枚方市学校整備計画に基づき、学校施設の総合的かつ計画的な整備や保全の推進を図る。

年間の主な事務

20.41人 ― ― ―

再任用 0.46人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.46人 ― ― ―

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

内
訳

正職員、再任用、任期付職員 159,363 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

会計年度任用職員 2,208 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

　物件費計 2,675,621 ー ー ー 3,327,501 80.4%

　人件費計 161,571 ー ー ー

歳
入

国庫支出金 448,092 ー ー ー 448,092

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 2,837,192 ー ー ー

0

市債 2,044,700 ー ー ー 1,254,126

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー

歳入計(物件費に充当される特定財源) 2,541,653 ー ー ー 1,756,771

その他 48,861 ー ー ー 54,553

一般財源(物件費充当分のみ) 133,968 ー ー ー 1,570,730



① 校 校 校 校

② 棟 棟 棟 棟

③ 校 校 校 校

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績

「枚方市学校整備計画」に基づく学校施設における電
灯設備改修工事（LED化改修）の発注及び工事監理

棟 8 ー ー ー

「枚方市学校整備計画」に基づく学校施設における建
築、設備工事の発注及び工事監理

校 40 ー ー ー

「学校施設のエレベ―タ―整備等に関する方針」に基づ
く学校施設における建築、設備工事の発注及び工事監
理

校 4 ー ー ー

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

発注した各校の建築、設備工事の監理を実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

―

指
標

期日までに完了できた工事の割合

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位 R6 R7 R8 R9 単位

100 100 100 100 %

― ― ― ― ―

工事を完了した件数／工期末が当該年度内となっている工事件数 ―

― ― ― ― ―

100 ― ― ― %

―

指
標

小中学校の照明器具のLED化が完了した棟数

指
標

―

R6 R7 R8 R9

説
明

照明器具のLED化を行う。

ア
ウ
ト
カ
ム
②

説
明

単位 R6 R7 R8 R9 単位

205 220 268 320 棟

― ― ―

LED化が完了した棟の累積数 ―

― ― ― ― ―

205 ― ― ― 棟

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
③

説
明

エレベ―タ―の設置を行う。

ア
ウ
ト
カ
ム
③

説
明

単位

― ―

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
②

―

指
標

エレベ―タ―設置済み小中学校数

指
標

―

R6 R7 R8 R9 R6 R7 R8 R9 単位

10 13 17 22 校

― ― ― ― ―

エレベ―タ―設置済み校数 ―

― ― ― ― ―

10 ― ― ― 校

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

・児童、生徒を主とした学校施設利用者の安全と快適性の維持
・避難所としての機能維持
・設備、器具更新等による省エネルギ―化
・学校施設のバリアフリ―化

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

発注した各校の建築、設備工事の監理を実施し、期日までに完了させることができた。
また、小中学校の照明器具のLED化やエレベーターの設置を進めることができた。

R7
年度

R8
年度

R9
年度



７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、期日までに工事が完了できるよう監理を行っていく。
R７年度
方向性 現状維持

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)



課：担当部署(R7年度機構) 部： 都市整備部 施設整備課 区分 持続的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 453

事務事業名称 学校空調設備更新・維持管理事業

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 維持管理区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

R８年度 R９年度

〇
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質：

事業期間 事業開始 ： 2020(R2)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

計画的な空調設備の整備、更新
・空調設備の適正な維持管理

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

小中学校の児童・生徒等が、安全で快適に教室等や体育館の施設を利用することができ、教育環境の向上が図られてい
る。

対象者(受益者)
・枚方市の公立小中学校に通学する児童・生徒
・枚方市の公立小中学校を利用する市民全般

現状・課題
・小中学校の児童・生徒を主とした利用者が、安全で快適に教室等や体育館の施設を利用することができない。
・更新時期を迎えた空調設備については、計画的な更新を行う必要がある。
・体育館については熱中症対策だけではなく、避難施設として環境向上を図る必要がある。

事業の概要 小中学校の教室等や体育館空調設備の整備・更新、点検・清掃・修理などの維持管理を実施する。

年間の主な事務

2.70人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

内
訳

正職員、再任用、任期付職員 20,758 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

　物件費計 1,418,262 ー ー ー 1,429,861 99.2%

　人件費計 20,758 ー ー ー

歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 1,439,020 ー ー ー

0

市債 1,335,900 ー ー ー 1,898,134

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー

歳入計(物件費に充当される特定財源) 1,335,900 ー ー ー 1,898,134

その他 0 ー ー ー 0

一般財源(物件費充当分のみ) 82,362 ー ー ー 0



① 室 室 室 室

② 室 室 室 室

③ 棟 棟 棟 棟

④ 棟 棟 棟 棟

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績

教室等の空調設備維持管理 室 2,519 ー ー ー

教室等の空調設備更新 室 0 ー ー ー

体育館の空調設備維持管理 棟 56 ー ー ー

体育館の空調設備整備 棟 52 ー ー ー

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

教室等の空調設備更新を適正に実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

―

指
標

空調設備の更新室数に対しての実施率

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位 R6 R7 R8 R9 単位

0 100 100 100 ％

― ― ― ― ―

更新実施室数／更新室数 ―

― ― ― ― ―

0 ― ― ― ％

―

指
標

教室等の空調設備維持管理室数に対しての実施率

指
標

―

R6 R7 R8 R9

説
明

教室等の空調設備維持管理を適正に実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
②

説
明

単位 R6 R7 R8 R9 単位

100 100 100 100 ％

― ― ―

維持管理実施室数／維持管理室数 ―

― ― ― ― ―

100 ― ― ― ％

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
③

説
明

体育館の空調設備整備を実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
③

説
明

単位

― ―

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
②

―

指
標

体育館の空調設備整備棟数に対しての実施率

指
標

―

R6 R7 R8 R9 R6 R7 R8 R9 単位

100 ― ― ― ％

― ― ― ― ―

整備実施棟数／整備棟数 ―

― ― ― ― ―

100 ― ― ― ％

―

指
標

体育館の空調設備維持管理棟数に対しての実施率

指
標

―

R6 R7 R8 R9

説
明

体育館の空調設備維持管理を適正に実施する。

ア
ウ
ト
カ
ム
④

説
明

単位 R6 R7 R8 R9 単位

100 100 100 100 ％

― ― ―

維持管理実施棟数／維持管理棟数 ―

― ― ― ― ―

90 ― ― ― ％ ― ―

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
④



５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

小中学校の児童・生徒を主とした利用者が、安全で快適に教室等や体育館の施設を利用することができ、教育環境が向上する。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

計画どおり小学校43校及び中学校19校の体育館に空調設備設置を完了したが、このうち６校は完了が3月末となったため、翌年度からの維持管理実
施となる。

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

体育館空調整備に関しては、引き続き維持管理を実施していく。
教室等空調整備に関しては、令和7年度から令和9年度にかけて対象室の設備更新及び維持管理を実施していく。
更新対象以外の既存設備についても、引き続き維持管理を実施していく。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)



課：担当部署(R7年度機構) 部： 都市整備部 施設整備課 区分 持続的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 458

事務事業名称 教室不足対応事業

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 維持管理区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2020（R2）年度 ～ 事業終了予定 ： 2027(R9)年度

・不足する教室の整備
・賃貸借料（維持管理料を含む）の支払い

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

必要な教室数が確保されている。

対象者(受益者)
・学校施設を利用する児童・生徒
・学校施設を利用する市民全般

現状・課題 学校施設を利用する児童・生徒等が、安全で快適に利用できるように不足する教室の施設整備を図る必要がある。

事業の概要
・運用では解消できない教室数不足が生じると予測される場合、教育環境の整備・向上を図るため、教室を新たに整備す
る。

年間の主な事務

0.35人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

内
訳

正職員、再任用、任期付職員 2,691 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

　物件費計 51,222 ー ー ー 51,222 100.0%

　人件費計 2,691 ー ー ー

歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 53,913 ー ー ー

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

一般財源(物件費充当分のみ) 51,222 ー ー ー 51,222



① 室 室 室 室

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績

リ―ス方式で設置している教室数 室 13 ー ー ー

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

教室数不足の解消

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

―

指
標

不足教室数

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位 R6 R7 R8 R9 単位

0 0 0 0 教室

― ― ― ― ―

不足教室数 ―

― ― ― ― ―

0 ― ― ― 教室

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

・必要な教室数に対応した適切な教育環境の維持

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

教室数が不足すると予測された小学校・中学校のうち、令和４年度、令和５年度に整備した津田中学校３教室、枚方中学校４教室、令和５年度に菅原東
小学校６教室のリース契約に基づく支払いを行った。

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

児童・生徒数の増加により、教室数が不足すると予測される学校における教育環境の整備・向上を図るため、教室整
備（ハード面）について検討していく。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)



課：担当部署(R7年度機構) 部： 都市整備部 施設整備課 区分 行政運営事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 955

事務事業名称 施設整備課運営事務

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 9.施策体系外 細区分 行政運営区分

施策目標 99.施策体系外 性質 内部事務・行政運営

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

根拠法令等 枚方市事務決裁規定

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

課の運営及び予算等の事務

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

課の運営業務が円滑に実施できている。

対象者(受益者)
・課の所管事務を行う職員
・課の所管事務に関わる他部局の職員

現状・課題 課の運営業務を円滑に実施する必要がある。

事業の概要 課の運営業務

年間の主な事務

2.95人 ― ― ―

再任用 0.02人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.02人 ― ― ―

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

内
訳

正職員、再任用、任期付職員 22,786 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

会計年度任用職員 96 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

　物件費計 54 ー ー ー 54 100.0%

　人件費計 22,882 ー ー ー

歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 22,936 ー ー ー

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

一般財源(物件費充当分のみ) 54 ー ー ー 54



①

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績

ー ー ー

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位 R6 R7 R8 R9 単位

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

課の運営業務が円滑に実施できた。

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、課の運営業務を円滑に実施していく。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)


